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本研究では，居住誘導施策の一つである住宅補助施策を対象として，家計の転居行動を考慮した土地利

用・交通モデルを構築し，人口減少下において，居住誘導施策が都市構造に与える影響，便益の帰着構造

ならびに財政収支を定量的に分析した． 

家計の転居行動をシミュレートした結果，住宅補助施策によって，都市が集約化し，自動車から公共交

通への転換が生じることを示した．また，純現在価値が正となり，経済的に効率の良い施策であること，

財政収支は大きなマイナスとなることを明らかにした． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

 日本の地方都市では，急速な人口減少と高齢化に加え，

住宅や店舗等の郊外立地が進み，都市構造の拡散が生じ

ている．厳しい財政状況下で，都市構造の拡散により行

政サービスに関する費用の増大が生じると，将来は住民

への上下水道や公共交通などの生活サービスの提供が困

難になると予想される．これらの問題を解決する都市の

あり方として，わが国は「コンパクト・プラス・ネット

ワーク」によるまちづくり 1)を目指している．「コンパ

クト・プラス・ネットワーク」によるまちづくりとは，

都市内の人口や生活サービス施設を複数の拠点に誘導し，

それらを地域の軸となる公共交通によって連結すること

で，密な公共交通網を中心としたコンパクトな都市構造

を達成することである．「コンパクト・プラス・ネット

ワーク」の考え方に基づく政策を行うことで，住民が徒

歩や公共交通を利用して容易に生活サービス施設にアク

セスできるようになるとともに，インフラの維持管理の

効率化や地価の維持による固定資産税収の確保等による

財政の健全化などが期待される． 

このような背景から，2014年に都市再生特別措置法が

改正され，立地適正化計画制度 2)が創設された．立地適

正化計画では，人口を維持するための居住誘導区域と，

医療施設や商業施設などを誘致する都市機能誘導区域を

設定し，「コンパクト・プラス・ネットワーク」を達成

するための方針を自治体ごとに定めることとしている．

2022年7月31日時点では460都市が立地適正化計画を作

成・公表している．しかし，居住誘導区域外について，

市民から行政サービス水準の低下への懸念が寄せられて

いること 3)や，自治体は立地適正化計画の重要性は認識

している一方，計画に懸念を抱える郊外の住民や地主へ

の配慮から，都市機能の集約化や強制力を伴う居住誘導

には，慎重であること 4)が指摘されている． 

 以上を踏まえ，人口減少下における地方都市を対象と

して，家計の転居行動を考慮したシミュレーションモデ

ルを用いることで，居住誘導施策による「コンパクト・

プラス・ネットワーク」の推進が都市構造に与える影響

を明らかにする．また，施策による便益と施策実行のた

めの費用，および行政の財政収支を算出することで，施
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策を評価することを目的とする． 

 

(2) 既往研究のレビューと本研究の特徴 

 都市のコンパクト化による便益と財政支出の変化に関

する研究として，高橋ら 5)，松縄ら 6)，沓澤ら 7)の研究が

挙げられる．高橋ら 5)は，環境会計の考え方を援用し，

コンパクトシティの効果を定量化する都市形成会計シス

テムを構築した．また，仮想都市と福岡市を対象に費用

便益分析を行い，都市便益に占めるインフラコスト削減

効果の割合が大きいことなどを明らかにした．松縄ら 6)

は，神戸市を対象に住宅補助施策について費用便益分析

を行い，純便益が正になることを示した．また，市の財

政についても分析を行い，収支は微減に留まることを明

らかにした．沓澤ら 7)は，都市中心部への人口集中度の

指標として，人口と都市中心部からの距離により算出し

た標準距離を用い，その数値が都市財政に与える影響に

ついて分析した．その結果，都市の中心部への集中は，

財政支出を抑制する傾向があり，特に普通建設事業費に

関してその傾向が顕著であることを明らかにした．しか

し，これらの研究では，施策による人口分布の変化は外

生的に与えて便益等を算出している．そのため，施策に

よる都市構造の変化を分析し，その結果を用いて都市の

コンパクト化による効果を評価する必要がある． 

 都市モデルを用いて居住誘導の効果を分析した研究と

して，大庭ら 8)，竹間ら 9)，杉本ら 10)，秀島ら 11)の研究が

挙げられる．大庭ら 8)は，中心市街地と郊外店舗の競合

および中心市街地の空間配分に着目した土地利用・交通

モデルを構築し，シミュレーションを行った．その結果，

公共交通の利便性を高めることが，都市のコンパクト化

や中心市街地の活性化につながることを明らかにした．

竹間ら 9)は，住宅タイプや年齢階層を考慮し，居住誘導

施策が時系列ごとの人口分布に与える影響を評価できる

立地均衡モデルを構築した．その上で，愛知県豊橋市を

対象に，住宅補助施策が居住誘導区域の人口増加に与え

る影響を明らかにした．杉本ら 10)は，転居需要を内生化

し，居住誘導施策の有効性を検討できる応用都市経済モ

デルを構築した．その上で，富山市都市圏を対象に，住

宅補助施策と食料品店誘導施策が人口分布および行政コ

ストに与える影響を明らかにした．秀島ら 11)は，応用都

市経済モデルを用いて，各種居住誘導施策による都市構

造の変化を分析し，各主体の便益を算出した．また，複

数の施策を組み合わせた場合について分析し，組み合わ

せられた施策が都市のコンパクト化に大きく寄与するこ

とを明らかにした．これらの研究では，住宅タイプや個

人属性の考慮など，詳細に将来の都市構造を分析したも

のも見られるが，「コンパクト・プラス・ネットワーク」

の観点から，居住誘導施策の評価には，家計の交通行動

を考慮したモデルを用いるのが妥当だと考えられる．ま

た，秀島ら 11)は，全ての住民を立地選択の対象として，

施策による各主体の便益を分析している．しかし，現在

価値の観点から，居住誘導施策の評価には，都市の集約

化に要す時間を考慮する必要がある．以上を踏まえ，本

研究の特徴を以下に示す． 

 人口減少や家計の転居行動を考慮し，複数期の分

析が可能な土地利用・交通モデルを構築している

点 

 施策による都市構造と交通分担率の変化を分析し

ている点 

 施策による行政の財政収支の変化を分析している

点 

 

 

2.  都市モデルの構築 

 

(1) 仮想都市の設定 

 本研究で構築する土地利用・交通モデルは，大庭ら 8)

の研究で用いられたモデルを基本とし，複数期の推計を

実行できるように拡張したモデルである．また，本研究

では図-1に示す単一中心の仮想都市を用いる． 

分析対象の都市については次のような仮定をおく． 

 都市は，人口の流出入のない閉鎖都市である． 

 わが国において 30 万人程度の人口を有する地方都

市を想定したうえで，都市中心には半径 800mの円

形の中心業務地区（以下 CBD と記す）が，都市中

心から 4kmには 4つの郊外店舗が存在する． 

 都市内の土地はすべて土地供給者によって所有さ

れ，開発者は土地供給者から土借り受け，建物床

を立地主体に供給する． 

 立地主体として，家計は都市全体に，商業立地者

は CBDに立地する．商業立地者は，CBD内の商業

地（以下，中心商業地と記す）を，店舗用地およ

び商業駐車場用地として利用する． 

 都市内には，図-1 に示す 6 方向の放射幹線道路お

 

図-1 仮想都市の概形 

CBD

郊外店舗

鉄道駅

鉄道路線

幹線道路
2km
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よび都市中心から 2km に位置する環状幹線道路が

存在する．また，図-2 に示す鉄道路線およびバス

路線が存在する． 

(2) 交通一般化費用の算出 

a) 交通機関別の一般化費用の算出 

 住民は交通手段を自動車・徒歩・鉄道・バスから選択

する．ここで，自動車については，全ての住民が保有し，

利用可能とする．また，住民は通勤・買物の交通行動を

とるとする．時間価値について，国交省資料12)より24.94

円/分として一般化費用を算出する． 

 都市内には，幹線道路の他に，400m 間隔で東西南北

方向の細街路が存在する．自動車で移動する場合には，

細街路と幹線道路の両方を用いて移動するか，細街路の

みを用いて移動するかについて，一般化費用の小さいほ

うを選択する．なお，幹線道路を用いる場合は所要時間

が最短となる経路を選択する．幹線道路においては自動

車混雑を考慮し，以下の BPR 関数に基づいて，リンク

ごとに交通量に応じた自動車速度を決定する．なお，細

街路では混雑は考慮せず，自動車速度は 15km/h とする． 

𝑇 = 𝑇0 ∙ {1 + 𝜂1 ∙ (
𝑞

𝑐
)
𝜂2

} (1) 

ただし，𝑇：単位旅行時間，𝑇0：単位自由旅行時間

𝑞：日交通量，𝑐：日交通容量，𝜂1, 𝜂2：パラメータとす

る． 

上記により算出した移動時間に加え，距離あたりの自

動車費用と駐車費用を考慮し，自動車の一般化費用を算

出する． 

 徒歩で移動する際には，出発地から目的地まで直線的

に移動するものと考え，移動時間より徒歩の交通一般化

費用を算出する．徒歩移動速度は 4km/hとする．なお，

徒歩移動時間には上限を設け，90 分以上の徒歩移動は

行わないとする． 

 鉄道・バスで移動する際には，最寄り駅・バス停まで

直線的に移動し，そこから目的地の最寄駅・バス停まで

鉄道・バスを利用し，目的地までは再び徒歩で移動する

ものとする．鉄道・バスの運行間隔は一定とし，その半

分の時間が駅での待ち時間として発生する．また，車両

混雑による不効用の時間換算値を，鉄道プロジェクトの

評価手法マニュアル 13)に記載された混雑不効用関数に基

づいて算出する．鉄道の利用時は，鉄道駅での徒歩移動

時間を考慮する．また，バスの速度は，同じ道路を走る

自動車の速度により決定され，松中ら 14)の研究に基づき，

以下の式(2)により求める．また，バス停における乗降

時間を小林 15)の研究に基づき，以下の式(3),(4)により求

める． 

𝑉𝐵 =

{
 
 

 
 (

𝑉𝐶
𝑒𝑥𝑝𝑃𝑎

)

1
𝑃𝑏
⁄

, 𝑉𝐶 ≥ 35

(
35

𝑒𝑥𝑝𝑃𝑎
)

1
𝑃𝑏
⁄

×
𝑉𝐶
35
, 𝑉𝐶 < 35

 (2) 

𝑇𝑖𝑚𝑒𝑜𝑛 = 2.41 ∙ 𝑁𝑢𝑚𝑜𝑛 + 0.0938 ∙ 𝑃𝑁𝑢𝑚
+ 2.76 

(3) 

𝑇𝑖𝑚𝑒𝑜𝑓𝑓 = 3.65 ∙ 𝑁𝑢𝑚𝑜𝑓𝑓 + 0.187 ∙ 𝑃𝑁𝑢𝑚 (4) 

 ただし，𝑉𝐵：バスの走行速度，𝑉𝐶：他の自動車の走

行速度，𝑃𝑎，𝑃𝑏：パラメータ，𝑇𝑖𝑚𝑒𝑜𝑛：乗車時間，

𝑁𝑢𝑚𝑜𝑛：乗車人数，𝑃𝑁𝑢𝑚：乗車前の車内人数，

𝑇𝑖𝑚𝑒𝑜𝑓𝑓：降車時間，𝑁𝑢𝑚𝑜𝑓𝑓：降車人数とする． 

 上記により算出した移動時間に加え，初乗り運賃と距

離当たり運賃を考慮し，鉄道・バスの一般化費用を算出

する． 

b) 交通手段および目的地の選択 

 住民の交通行動として，通勤および買物を考慮し，そ

れぞれのトリップ頻度として一定値を与える．まず，通

勤交通の目的地に関して，総人口の内，一定割合の住民

は CBD に向かい，残りは人口分布に応じて市街地全域

に向かう．なお，本研究において，市街地とは人口密度

5人/ha以上の地域を指す．まず，CBDを通勤目的地とし

て選択する住民は，中心市街地活性化法に基づき設定を

受けた中心市街地活性化基本計画 16)に記載された地方都

市における，中心市街地および市全体の従業員数より，

総人口の 18.9%と設定する．居住地𝑘から CBDへの一般

化費用を考慮し，以下の式により CBD への通勤確率を

決定する． 

𝑝𝑘,𝐶𝐵𝐷 ∝
1

𝐺𝐶𝑘,𝐶𝐵𝐷
 (5) 

𝑠. 𝑡.   𝑝𝑜𝑝𝐶𝐵𝐷 =∑(𝑝𝑜𝑝𝑘 ∙ 𝑝𝑘,𝐶𝐵𝐷)

𝑘

 
(6) 

 ただし，𝑝𝑘,𝐶𝐵𝐷：地点𝑘における CBDへの通勤確率，

𝐺𝐶𝑘,𝐶𝐵𝐷：地点𝑘における CBD への一般化費用，

𝑝𝑜𝑝𝐶𝐵𝐷：都市内の CBD に通勤する人数，𝑝𝑜𝑝𝑘：地点𝑘

の人口とする． 

 

図-2 仮想都市で想定する公共交通網 

2km

CBD
郊外店舗
鉄道路線
鉄道駅
幹線道路

バス路線1 －
2 －
3 －

4 －
5 －
6 －
7   －
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次に，市街地への通勤確率は，通勤目的地𝑘2の人口

と，居住地𝑘からの一般化費用を考慮し，以下の式によ

り決定する． 

𝑝𝑘,𝑘2 ∝
𝑝𝑜𝑝𝑘2

(𝐺𝐶𝑘,𝑘2)
2 

(7) 

𝑠. 𝑡.   (1 − 𝑝𝑘,𝐶𝐵𝐷) = ∑𝑝𝑘,𝑘2
𝑘2

 
(8) 

 ただし，𝑝𝑘,𝑘2：地点𝑘における地点𝑘2への通勤確率，

𝑝𝑜𝑝𝑘2：地点𝑘2の人口，𝐺𝐶𝑘,𝑘2：地点𝑘から地点𝑘2への

一般化費用とする． 

 通勤交通の交通手段選択には，図-3に示すネスティッ

ドロジットモデルを用い，各交通手段を用いる際の効用

を以下のように定式化する． 

自動車 ：𝑉𝐶,𝑘1,𝑘2,𝑤 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝐶,𝑘1,𝑘2  (9) 

徒歩：𝑉𝑊,𝑘1,𝑘2,𝑤 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝑊,𝑘1,𝑘2 + 𝜃𝑊,𝑤 (10) 

鉄道：𝑉𝑇,𝑘1,𝑘2,𝑤 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝑇,𝑘1,𝑘2 + 𝜃𝑇,𝑤 (11) 

バス：𝑉𝐵,𝑘1,𝑘2,𝑤 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝐵,𝑘1,𝑘2 + 𝜃𝐵,𝑤 (12) 

 ただし，𝑉𝑀,𝑘1,𝑘2,𝑤：通勤交通において交通手段𝑀で

地点𝑘1から地点𝑘2へ向かう場合の効用，𝐺𝐶𝑀,𝑘1,𝑘2：交

通手段𝑀で地点𝑘1から地点𝑘2へ向かう場合の一般化費

用，𝜃1,  𝜃𝑀,𝑤：パラメータとする． 

 買物交通では，中心商業地と郊外店舗の目的地選択を

上位階層で行う図-4に示すネスティッドロジットモデル

を用いる．このとき，各交通手段の効用関数は，交通一

般化費用の他に，商業地の売場面積と商業駐車場の混雑

率を考慮し，以下のように定式化する． 

自動車(CBD)： 

𝑉𝐶,𝑘,𝐶𝐵𝐷,𝑠 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝐶,𝑘,𝐶𝐵𝐷 + 𝜃2 ∙ 𝑆𝑐𝑓 

+𝜃3 ∙ 𝐽𝐶𝐵𝐷 + 𝜃𝐶𝐵𝐷 

(13) 

徒歩(CBD)： 

𝑉𝑊,𝑘,𝐶𝐵𝐷,𝑠 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝑊,𝑘,𝐶𝐵𝐷 + 𝜃2 ∙ 𝑆𝑐𝑓 

+𝜃𝑊,𝑠 + 𝜃𝐶𝐵𝐷  

(14) 

鉄道(CBD)： 

𝑉𝑇,𝑘,𝐶𝐵𝐷,𝑠 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝑇,𝑘,𝐶𝐵𝐷 + 𝜃2 ∙ 𝑆𝑐𝑓 

+𝜃𝑇,𝑠 + 𝜃𝐶𝐵𝐷  

(15) 

バス(CBD)： 

𝑉𝐵,𝑘,𝐶𝐵𝐷,𝑠 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝐵,𝑘,𝐶𝐵𝐷 + 𝜃2 ∙ 𝑆𝑐𝑓 

+𝜃𝐵,𝑠 + 𝜃𝐶𝐵𝐷 

(16) 

 ただし，𝑉𝑀,𝑘,𝐶𝐵𝐷,𝑠：交通手段𝑀で地点𝑘から中心商業

地へ買物に向かう場合の効用，𝐺𝐶𝑀,𝑘,𝐶𝐵𝐷：交通手段𝑀

で地点𝑘から中心商業地へ向かう場合の一般化費用，

𝑆𝑐𝑓：中心商業地の売場面積，𝐽𝐶𝐵𝐷：中心商業地の駐車

場混雑率，𝜃2,  𝜃3,  𝜃𝑀,𝑠,  𝜃𝐶𝐵𝐷：パラメータとする． 

 郊外店舗の効用関数は以下のように定式化する． 

自動車(郊外店舗)： 

𝑉𝐶,𝑘,𝑠𝑢𝑏,𝑠 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝐶,𝑘,𝑠𝑢𝑏 + 𝜃2 ∙ 𝐹 + 𝜃3 ∙ 𝐽𝑠𝑢𝑏 
(17) 

徒歩(郊外店舗)： 

𝑉𝑊,𝑘,𝑠𝑢𝑏,𝑠 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝑊,𝑘,𝑠𝑢𝑏 + 𝜃2 ∙ 𝐹 + 𝜃𝑊,𝑠 
(18) 

鉄道(郊外店舗)： 

𝑉𝑇,𝑘,𝑠𝑢𝑏,𝑠 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝑇,𝑘,𝑠𝑢𝑏 + 𝜃2 ∙ 𝐹 + 𝜃𝑇,𝑠 
(19) 

バス(郊外店舗)： 

𝑉𝐵,𝑘,𝑠𝑢𝑏,𝑠 = 𝜃1 ∙ 𝐺𝐶𝐵,𝑘,𝑠𝑢𝑏 + 𝜃2 ∙ 𝐹 + 𝜃𝐵,𝑠 
(20) 

ただし，𝑉𝑀,𝑘,𝑠𝑢𝑏,𝑠：交通手段𝑀で地点𝑘から郊外店舗

へ買物に向かう場合の効用，𝐺𝐶𝑀,𝑘,𝑠𝑢𝑏：交通手段𝑀で

地点𝑘から郊外店舗へ向かう場合の一般化費用，𝐹：郊

外店舗の売場面積，𝐽𝑠𝑢𝑏：郊外店舗の駐車場混雑率とす

る． 

交通手段・目的地の選択確率と，各交通機関を利用し

た場合の交通費用から，地点𝑘における平均交通費用𝐶𝑘，

平均交通一般化費用𝐺𝐶𝑘が次の式により求められる．こ

のとき，すべての住民が自動車を利用可能としているこ

とから，交通手段の選択結果に関わらず自動車維持費用

𝐶𝐹が発生する． 

𝐶𝑘 = 𝐶𝐹 + ∑ 𝑃𝑘,𝑘2 ∙ (𝑃𝐶,𝑘,𝑘2 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝑡𝐶,𝑘,𝑘2 +𝑘2

𝑃𝑊,𝑘,𝑘2 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝑡𝑊,𝑘,𝑘2 + 𝑃𝑇,𝑘,𝑘2 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝑡𝑇,𝑘,𝑘2 +

𝑃𝐵,𝑘,𝑘2 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝑡𝐵,𝑘,𝑘2)  

(21) 

𝐺𝐶𝑘 = 𝐶𝐹 +∑ 𝑃𝑘,𝑘2 ∙ (𝑃𝐶,𝑘,𝑘2 ∙ 𝐺𝐶𝐶,𝑘,𝑘2 +𝑘2

𝑃𝑊,𝑘,𝑘2 ∙ 𝐺𝐶𝑊,𝑘,𝑘2 + 𝑃𝑇,𝑘,𝑘2 ∙ 𝐺𝐶𝑇,𝑘,𝑘2 +

𝑃𝐵,𝑘,𝑘2 ∙ 𝐺𝐶𝐵,𝑘,𝑘2)  

(22) 

 ただし，𝐶𝑘：地点𝑘における交通費用代表値， 

𝐶𝐹：自動車維持費用，𝑐𝑜𝑠𝑡𝑀,𝑘,𝑘2：交通手段𝑀で地点𝑘

から目的地𝑘2へ向かう場合の交通費用，𝐺𝐶𝑘：地点𝑘に

おける平均一般化費用代表値，𝑃𝑘,𝑘2：地点𝑘における目

 
図-3 通勤交通の交通手段選択におけるネスティッドロジット

モデル 

 

図-4 買物交通の交通手段選択におけるネスティッドロジット

モデル 

自動車
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鉄道
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自動車
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鉄道
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鉄道
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的地𝑘2の選択確率，𝐺𝐶𝑀,𝑘,𝑘2：交通手段𝑀で地点𝑘から

目的地𝑘2へ向かう場合の一般化費用とする． 

 

(3) 家計の行動 

 各家計は制約条件の下，効用最大化行動をとり，地点

𝑘における家計の行動は以下のように定式化される． 

𝑈ℎ,𝑘 = 𝑉ℎ,𝑘 + 𝜀ℎ,𝑘 → max (23) 

𝑉ℎ,𝑘 = 𝑍ℎ,𝑘
𝜓1 ∙ 𝐴𝑘

𝜓2 ∙ (
1

𝐺𝐶𝑘
)
𝜓3

 (24) 

𝑠. 𝑡.   𝑊 = 𝑍ℎ,𝑘 + 𝑅ℎ,𝑘 ∙ 𝐴𝑘 + 𝐶𝑘 (25) 

𝜓1 > 0,𝜓2 > 0,𝜓3 > 0 (26) 

 ただし，𝑈ℎ,𝑘：家計の効用，𝑉ℎ,𝑘：家計の効用の確定

項，𝜀ℎ,𝑘：家計の効用の誤差項，𝑍ℎ,𝑘：家計の一般財消

費額，𝐴𝑘：1 人あたり占有床面積，𝐺𝐶𝑘：平均一般化費

用代表値，𝑊：家計の賃金，𝑅ℎ,𝑘：床面積あたり家賃， 

𝐶𝑘：交通費用代表値，𝜓1,  𝜓2,  𝜓3：パラメータとする． 

ここで誤差項𝜀ℎ,𝑘がガンベル分布に従うと仮定すると，

家計が居住地として地点𝑘を選択する確率𝑃𝐿𝑘は，パラ

メータ𝜎を用いて，以下のロジットモデルで表される． 

𝑃𝐿𝑘 =
𝑒𝑥𝑝(𝜎𝑉ℎ,𝑘)

∑ 𝑒𝑥𝑝(𝜎𝑉ℎ,𝑖)𝑖

 (27) 

 また，最大化問題を解くことで，1 人あたり占有床面

積𝐴𝑘は以下の式のように床面積あたり家賃𝑅ℎ,𝑘の関数

として表される． 

𝐴𝑘 =
𝜓2 ∙ 𝑊

(𝜓1 +𝜓2 − 𝜓3) ∙ 𝑅ℎ,𝑘
 (28) 

 これと各地点の人口から，各地点における家計の床面

積需要量が得られる． 

 

(4) 商業立地者の行動 

商業立地者は利潤最大化行動をとり，その利潤は商業

による利潤と商業駐車場による利潤の合計とする．なお，

本研究においては，中心商業地内のすべての店舗・商業

駐車場を集計し，1 つの商業立地者が行動するものと考

える． 

商業立地者は，店舗床面積𝑆𝑓のうち一定割合を売場面

積𝑆𝑐𝑓として利用し，商業売上𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑐については，売場

面積の規模による収穫逓増の効果を考慮した売上関数に

従うものとする． 

𝑆𝑐𝑓 = 𝑝𝑐𝑓 ∙ 𝑆𝑓  (29) 

𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑐 = 𝛼1 ∙ 𝑛 ∙ 𝑆𝑐𝑓
𝛼2   (30) 

ただし，𝑆𝑐𝑓：売場面積，𝑝𝑐𝑓：売場面積割合，𝑆𝑓：店

舗床面積，𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑐：中心商業地の商業売上，𝑛：中心商

業地の日来客数，𝛼1,  𝛼2：パラメータとする． 

商業に関する費用については，売上原価・人件費・店

舗賃料に分類し定式化する． 売上原価については，売

上高の一定割合の額とし，従業員数𝑁は商業売上より算

出する． 

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑐 = 𝑐𝑝 ∙ 𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑐 +𝑤𝑠 ∙ 𝑁 + 𝑅𝑐 ∙ 𝑆𝑓 (31) 

ただし，𝐶𝑜𝑠𝑡𝑐：商業に関する費用，𝑐𝑝：売上原価率，

𝑤𝑠：従業員 1人あたり人件費，𝑁：中心商業地の従業員

数，𝑅𝑐：床面積あたり店舗賃料とする． 

 商業駐車場については，自動車での来客者数に駐車料

金を乗じた値を売上とし，駐車場賃料を費用とする．そ

して，商業立地者の利潤最大化問題を解くことにより，

中心商業地における店舗床面積需要量と商業駐車場需要

量を求められる． 

 また，都市内に 4箇所存在する郊外店舗は，それぞれ

の店舗について，商業売上と商業費用を中心商業地と同

様に算出する．なお，郊外店舗に関しては，店舗床面積

と商業駐車場面積は一定とする． 

 

(5) 開発者の行動 

開発者は，土地と資材をもとに建物床を生産し，住宅

地開発者は家計に住宅床を，商業地開発者は商業立地者

に店舗床をそれぞれ供給する．地点𝑘において，開発者𝑙

は以下に示すような利潤𝜋𝑙,𝑘と生産関数の下，利潤最大

化行動をとるものとする． 

𝜋𝑙,𝑘 = 𝑅𝑙,𝑘 ∙ 𝐹𝑙,𝑘 − 𝑝𝑙,𝑘 ∙ 𝐾𝑙.𝑘 − 𝑅𝐿𝑙,𝑘 ∙ 𝐿𝑙,𝑘 

 → 𝑚𝑎𝑥 

(32) 

𝑠. 𝑡.      𝐹𝑙,𝑘 = 𝐾𝑙,𝑘
𝑎𝑙 ∙ 𝐿𝑙,𝑘

1−𝑎𝑙 (33) 

ただし，𝜋𝑙,𝑘：開発者の利潤，𝑅𝑙,𝑘：床面積あたり賃

料，𝐹𝑙,𝑘：建物床供給量，𝑝𝑙,𝑘：資材価格，𝐾𝑙,𝑘：資材投

入量，𝑅𝐿𝑙,𝑘：地代，𝐿𝑙,𝑘：土地投入量，𝑎𝑙：パラメータ

とする． 

 この最大化問題を解くことにより，以下のように各地

点の最適容積率𝐼𝑙,𝑘
∗および付け値地代が，床面積あたり

賃料の関数として求められる．このとき，容積率規制値

𝐼𝑙,𝑘を考慮する． 

𝐼𝑙,𝑘
∗ = (

𝑎𝑙 ∙ 𝑅𝑙,𝑘
𝑝𝑙,𝑘

)

𝑎𝑙
1−𝑎𝑙

, 𝐼𝑙,𝑘
∗ ≤ 𝐼𝑙,𝑘  (34) 

𝑅𝐿𝑙,𝑘 = 𝑅𝑙,𝑘

1
1−𝑎𝑙 ∙ 𝑝𝑙,𝑘

−𝑎𝑙
1−𝑎𝑙 ∙ (𝑎𝑙

𝑎𝑙
1−𝑎𝑙 − 𝑎𝑙

1
1−𝑎𝑙) (35) 

商業駐車場は，平面駐車場を想定するため，土地面積

と床面積は同一となる．床面積あたり商業駐車場賃料に

ついては，地代に駐車場建設費等に相当する一定額を加

えた値とする． 

 

(6) 土地供給者の行動 

 土地供給者は，各地点の平均地代に応じて土地の供給

面積を決定する．地点𝑘における土地供給者の行動は，

大橋ら 17)のモデルを参考に，以下のように定式化する．
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なお，CBD 外においては家計のみが立地するため，平

均地代は住宅地代に一致する． 

𝑆𝑘 = 𝐿0𝑘 ∙ (1 −
𝜅

𝑅𝐿𝑘
) (36) 

 ただし，𝑆𝑘：土地供給面積，𝐿0𝑘：供給可能土地面積，

𝑅𝐿𝑘：平均地代，𝜅：パラメータとする． 

 

(7) CBDにおける家計・商業の立地競合 

 CBD内においては，家計と商業立地者の2主体が立地

することにより競合が発生する．住宅地開発者・商業地

開発者への土地供給面積は，供給される土地に対する付

け値競争により決定する．このとき，CBD 平均地代

𝑅𝐿𝐶𝐵𝐷と各開発者の付け値地代𝑅𝐿𝑙,𝐶𝐵𝐷との関係は，尹

ら 18)のモデルを利用し，以下の式のように表される．な

お，商業地開発者への土地供給面積は店舗への供給面積

と商業駐車場への供給面積の合計とし，店舗地代と商業

駐車場地代は同一とする． 

𝑅𝐿𝑙,𝐶𝐵𝐷 = 𝛿𝑙1 ∙ 𝑅𝐿𝐶𝐵𝐷
𝛿𝑙2 ∙ (

𝑆𝑙,𝐶𝐵𝐷
𝑆ℎ,𝑐

)

𝛿𝑙3

 (37) 

 ただし，𝑅𝐿𝑙,𝐶𝐵𝐷：CBD 内における開発者𝑙の地代，

𝑅𝐿𝐶𝐵𝐷：CBD 平均地代，𝑆𝑙,𝐶𝐵𝐷：CBD 内における開発者

𝑙への土地供給面積，𝛿𝑙1,  𝛿𝑙2,  𝛿𝑙3：開発者𝑙についてのパ

ラメータである． 

 

(8) 均衡条件 

解の算出にあたっては，図-5に示すように，交通モデ

ルと土地利用モデルの計算を各地点の地代が収束するま

で繰り返し行う． 

土地利用モデルにおいては，まず家賃・賃料および地

代の初期値から容積率と各立地主体の建物床需要面積を

算出し，建物床市場の均衡条件から各開発者の土地需要

面積を求める．また，地代から土地供給面積を算出し，

土地市場の均衡条件から付け値地代を算出する．この付

け値地代は，CBD 内では付け値地代の CBD 平均値，

CBD 外では住宅地開発者の付け値地代となる．CBD 内

の各開発者の付け値地代は，付け値地代の代表値をもと

に算出する．そして，各開発者の付け値地代から家賃・

賃料を算出し，以降，各地点の地代が収束するまで繰り

返し計算する． 

 

3. 都市構造の再現結果および将来の推計 

 

(1) 変数の決定 

数値シミュレーションの実行にあたっては，土地を

400m 四方のメッシュ単位に分割し，メッシュの中心点

ごとに計算を行う．分析の対象都市は，中規模の地方を

想定し，都市人口は 30 万人とする．表-1 に示す外生変

数の設定値には，各種統計調査などから算出した人口

30 万人規模の地方都市における平均的な値を採用する．

なお，式(1)の変数には，井上ら 19)の値を採用している．

また，実テータから算出することが困難である，家計の

効用パラメータ，家計の立地選択パラメータ，交通手段

の効用パラメータについては，3 段階のキャリブレーシ

ョンにより値を設定する．第 1段階として，家計の効用

パラメータ𝜓1,  𝜓3と家計の立地選択確率パラメータ𝜎を

対象に，値を少しずつ変化させる．それぞれの変数の組

み合わせのうち，計算結果として得られる都市中心点か

らの距離帯ごとの人口と，人口 25~35万人の地方都市の

平均値との残差平方和が最も小さい値を選択する．第 2

段階として，交通手段選択・目的地選択に関わるパラメ

ータ𝜃2,  𝜃3,  𝜃𝐶𝐵𝐷を対象に，値を少しずつ変化させる．

それぞれの変数の組み合わせのうち，計算結果として得

られる中心商業地の売場面積，中心商業地の来客数，都

市中心からの距離帯ごとの人口について，同様に残差平

方和が最も小さい値を選択する．第 3段階として，残り

の交通手段の効用パラメータを対象に，値を少しずつ変

化させる．それぞれの変数の組み合わせのうち，計算結

果として得られる通勤交通および買物交通の自動車・徒

歩・鉄道・バスの交通手段分担率について，実都市の数

値を目標値とした誤差率を算出し，この誤差率の二乗和

が最小となるものを選択する．以上で述べた手順を，変

数値が収束するまで繰り返し，変数を決定する． 

 

(2) 現状の都市構造再現結果 

(1)で述べたシミュレーションの設定を，2015年におけ

る仮想都市の設定とし，図-6に人口密度の分布を示す．

また，平均交通一般化費用の分布を図-7に示す． 

次に，2015年における仮想都市のシミュレーション結

果について，実都市との比較し，その再現性を確認する．

都市中心からの距離帯別人口分布を，実都市の人口分布

と合わせて図-8に示す．両者の相関係数は高く，人口分

布の再現性に問題はないと考えられる．  

 

図-5 交通モデル・土地利用モデルのフロー 

各種変数のインプット

アウトプット

各交通手段の
費用・所要時間

収束判定

家賃・賃料

目的地・
交通手段選択

各地点の
平均交通費用

商業地の来客数

鉄道・バス
車両混雑の更新

各立地主体の
建物床需要面積

容積率

各開発者の
土地需要面積

土地供給面積

各地点の地代

収束判定

土地利用モデル

交通モデル
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また，交通目的別の交通手段分担率の比較を表-2に示

す．こちらも概ね実都市の分担率と一致しており，再現

性に問題はないと考えられる． 

 

  

 

図-6 人口密度分布（2015年） 

 

図-7 平均交通一般化費用（2015年） 

表-1 外生変数一覧 

 

表-2 目的別交通分担率と実都市との比較 

 

 

図-8 距離帯ごとの人口分布と実都市との比較 

CBD

郊外店舗

鉄道駅

鉄道路線

バス路線

幹線道路

市街地範囲

(人/ha)35 700

CBD

郊外店舗

鉄道駅

鉄道路線

バス路線

幹線道路

(円/人・日)2,1001,200 3,000

単位 設定値 出典

トリップ頻度（通勤） トリップ/人・日 0.99

トリップ頻度（買物） トリップ/人・日 0.62

賃金 W 円 5,928 平成27年家計調査

幹線道路日交通容量 c 台/日 36,960
国土技術政策総合研究所

資料より

単位自由旅行時間 T0 分/km 1.48

η1 - 1

η2 - 2

距離あたり自動車費用 Pc 円/km 9.1

自動車維持費用 CF 円/日 706.3

中心商業地駐車費用（通勤） 円/日 482

中心商業地駐車費用（買物） 円/日 200

郊外型店舗駐車場代 円 0

時間あたり鉄道運行本数 本/時間 1.70 JTB時刻表

鉄道初乗り運賃 円 127.5

距離あたり鉄道運賃 円/km 10.4

バス運行頻度(路線1,2,3) 本/時間 3.38

バス運行頻度(路線4,5) 本/時間 1.45

バス運行頻度(路線6,7) 本/時間 2.23

バス初乗り運賃 円 165.0

距離あたりバス運賃 円/km 30.4

鉄道速度 km/時間 40

徒歩速度 km/時間 4

θ1 - -0.001

θ2 - 0.00001

θ3 - -0.001

θW,w - -0.1

θW,s - -0.4

θT,w - -0.6

θT,s - -1.8

θB,w - -1.9

θB,s - -2.4

θCBD - -1.4

ψ1 - 1.14

ψ2 - 0.179

ψ3 - 0.60

家計の立地選択パラメータ σ - 0.05

α1 - 1,626.6

α2 - 0.108

臨界地代 κ 円 3.61
平成24年地価公示・
都道府県地価調査

売上原価率 cp % 72.28 平成20年法人企業統計

従業員１人あたり人件費 ws 円/人・日 8,711.4
平成21年

賃金構造基本統計調査

建物資材価格（住宅） ph - 32.16

建物資材価格（店舗） ps - 68.95

開発者パラメータ（住宅） ah - 0.75

開発者パラメータ（店舗） as - 0.88

容積率規制値（住宅地） I^h % 200 標準的な値を設定

駐車場建設費等 pc 円/㎡・日 2.74 東京都道路整備保全公社

道路用地面積割合 % 26

その他用地面積割合 % 35

住宅地面積割合 ξ % 42.0 第57回日本統計年鑑

δh1 - 1.275

δh2 - 0.925

δh3 - 0.143

δs1 - 1.621

δs2 - 1.195

δs3 - 0.088

中心市街地活性化
基本計画

平成21年家計調査

尹ら18)の研究より

大庭ら8)の研究より

平成22年公示地価データ
平成20年住宅土地統計調査
平成21年小売物価統計調査

HOME'S賃貸

小売物価統計調査

小売物価統計調査

小売物価統計調査

標準的な値を設定

標準的な値を設定

国土数値情報
平成23年

バスルートデータ

変数名

リンクコスト関数
パラメータ

平成27年PT調査

井上ら19)の研究より

家計の効用パラメータ

交通手段・目的地選択
パラメータ

キャリブレーション
により決定

円/人 5,686.0

商業売上パラメータ

競合モデルパラメータ
（家計）

競合モデルパラメータ
（商業）

郊外店舗の来客1人

あたり売上
sc

目的 交通手段 実都市の分担率 シミュレーション結果

自動車 67.12% 67.52%

徒歩 25.77% 25.13%

鉄道 3.79% 3.98%

バス 3.33% 3.37%

自動車 77.20% 76.58%

徒歩 19.07% 19.77%

鉄道 0.92% 0.88%

バス 2.81% 2.76%

自動車 72.51% 71.01%

徒歩 22.19% 23.07%

鉄道 2.26% 2.79%

バス 3.05% 3.14%

通勤

買物

合計

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

人
口
（
人
）

都市中心からの距離帯（km）

人口規模30万人実都市 2015年の仮想都市

相関係数 0.972

2km
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(3) 将来推計時の設定 

本研究では，2015年から 2045年まで，5年ごとにシミ

ュレーションを行い，本項では将来推計に関する設定を

行う．(2)の現状再現では，全ての家計が立地配分の対

象であったが，2015年以降では，転居しない家計を固定

層，転居する家計を浮動層と定義する．また，人口減少

も考慮し，図-11 の通りに転出と転入を計算する．浮動

層の割合は令和 2年国勢調査 20)より 32.24%とし，都市の

総人口は国立社会保障・人口問題研究所がコーホート要

因法を用いて算出した地域別将来推計人口 21)を用い，人

口の減少率を 5年ごとに算出する．この設定により，本

モデルで考慮出来ないこととして以下の 2つがある． 

 浮動層割合は全地域で一律であり，施策による影

響を受けないこと．実際に施策を行った場合，郊

外の住民の転居が増加することが考えられる． 

 人口減少割合を外生的に与えており，仮想都市の

総人口は施策の影響を受けないこと．実際に施策

を行った場合，都市外からの転居により人口減少

が抑えられることが考えられる． 

 また，表-1の外生変数は将来推計でも同様の値を用い

るが，将来の人口減少に伴い，鉄道，バスの運行頻度は

それぞれ駅勢圏人口，バス停勢圏人口に応じて減少する

とする．また，郊外店舗床面積は2015年では50,000m2で

あるが， 5年で 95%に減少すると設定する． 

 

(4) 将来のシミュレーション結果 

 2045年では，図-9で示すように，郊外の幹線道路沿い

で交通一般化費用が大きく減少しており，人口減少に伴

う幹線道路の混雑緩和が要因だと考えられる．また，鉄

道沿線では，鉄道の運行頻度減少に伴い，他の幹線道路

沿いより一般化費用の減少量は少なくなっている．次に，

人口分布の変化について考察する．2015 年から 2045 年

にかけて，都市の総人口は 2015 年の 80.53%まで減少す

る．各メッシュの人口減少率（2045 年の人口/2015 年の

人口）を算出し，都市の総人口の減少率との差分を取り，

図-10 に示す．交通一般化費用が大きく減少した郊外の

幹線道路沿いでは転入が多く，中心部では転出が多いと

解釈できる．なお，CBD 内は転入が多くなっているが，

これは CBD 内では住宅地と商業地の競合が起こるが，

2015年以降では商業地が縮小し，家賃が低下したためだ

と考えられる． 

 

 

4. 居住誘導施策による都市構造の変化および便

益と費用に関する分析 

 

(1) 施策および便益の設定 

 本研究では，居住誘導施策を表-3の通りに設定する．

住宅補助施策では，1世帯に年間 10万円を 5年間支給す

ることを想定し，1 人あたりの補助金額を 115.1 円/日と

設定する． 

本研究では，人口誘導効果，交通手段分担率，純現在

価値・財政収支の観点から，表-4に示す指標により施策

を評価する．純現在価値・財政収支について，まず，1

日あたりの各便益を，商業事業者と公共交通事業者の利

潤に加え，表-5の通り算出する．次に，表-6の通りに便

益の帰着構造を整理し，社会的純便益と財政収支を算出

したのち，2015 年～2045 年の 30 年間の純現在価値と財

政収支に換算する．なお表-6の便益の正負は，分析結果

とは異なる可能性がある． 

 

  

 

図-9 2015年と 2045年の交通一般化費用差分 

 

図-10 各メッシュの人口減少率と都市全体の人口減少率

の差分（2045年） 

表-3 本研究で設定する居住誘導施策  

 

 

図-11 家計の転居行動と人口減少の概念図 

CBD

郊外店舗

鉄道駅

鉄道路線

バス路線

幹線道路

(円/人・日)-30 -15 0 +15 +30

CBD

郊外店舗

鉄道駅

鉄道路線

バス路線

幹線道路

(%pt)0 +2.5 +5.0-5.0 -2.5

施策名 概要 行政の費用 備考

住宅補助
居住誘導区域外から
区域内へ転居する住
民に補助金支給

補助金支給額
の合計

所得Wに補助金
額を追加(式
(25))

t期

固定層 浮動層

t+1期 固定層 新規

t+1期

人口減少

転出

転入

転居行動前の人口

2km

2km
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(2) 施策の分析結果 

住宅補助施策の 2045 年における居住誘導区域と公共

交通勢圏人口割合は図-12 に示す通りであり，誘導効果

が見られた．次に，2045年における施策による交通分担

率の変化は表-7に示す通りで，自動車から公共交通への

転換が見られた．  

 最後に，住宅補助施策の財政収支および純現在価値を

図-13 に示す． 純現在価値は正となり，経済的に効率の

良い施策である一方，財政収支は大きなマイナスとなっ

た． 

 

  

 

図-12 住宅補助施策による人口誘導効果（2045年） 表-4 施策の評価項目 

 

 

図-13 財政収支および純現在価値（住宅補助施策） 

表-5 各便益の算出方法 

 

表-6 便益帰着構成表（住宅補助施策） 

 

表-7 住宅補助施策による交通分担率の変化（2045年） 

 

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

施策無し 住宅補助

公
共
交
通
勢
圏
人
口
割
合

(%
)

居
住
誘
導
区
域
人
口

(万
人

)

居住誘導区域人口 公共交通勢圏人口割合

評価項目 備考

交通手段分担率 自動車・徒歩・鉄道・バス

居住誘導区域人口
・

公共交通勢圏人口割合

財政収支
・

純現在価値

居住誘導区域は2015年の人口密度お
よび公共交通勢圏から決定．駅勢圏
は800m，バス停勢圏は500m．

５年ごとの算出結果を線形を仮定し
て各年の値を算出．純現在価値は社
会的割引率4%として算出．

-600

-400

-200

0

200

400

600

住宅補助

金
額
（億

円
）

財政収支 純現在価値

項目名 算出方法 受益者

交通時間削減効果 交通一般化費用より算出 家計

交通費用削減効果 交通一般化費用より算出 家計

インフラ維持コス
ト削減効果

道路・上下水道を対象に，2015年
人口より敷設量を算出．人口密度
1.0人/ha以下で維持費0として算出

行政

健康増進効果 都市内の徒歩総移動距離より算出
家計
・

行政
自動車利用減少に

よる税収減
都市内の自動車総移動距離より算
出

行政

環境負荷削減効果
都市内の自動車総移動距離および
鉄道・バスの輸送人キロより算出

家計

家賃の増加 モデルより算出
土地

供給者
固定資産税・都市

計画税の増加
地代から固定資産税評価額を求
め，それぞれの税率を用い算出

行政

法人税等の増加 商業利益より算出 行政

家計(住民) 商業事業者 土地供給者 交通事業者 行政 合計

交通時間削減効果 ＋ ＋

交通費用削減効果 ＋ ＋

インフラ維持コスト削減効果 ＋ ＋

健康増進効果 ＋ ＋ ＋

自動車利用減少による税収減 － －

環境負荷削減効果 ＋ ＋

交通事業者の利潤変化 － －

交通事業者への赤字補填 ＋ － 0

商業利益増加 ＋ ＋

法人税等の税収増 － ＋ 0

CBD商業地の固定資産税増加 － ＋ 0

固定資産税・都市計画税の増加 － ＋ 0

家賃の増加 － ＋ 0

家計への補助金支出 ＋ － 0 便益　 ＋

合計 ＋ ＋ ＋ 0 財政収支 社会的純便益 費用　 －

自動車 徒歩 鉄道 バス

施策無し 71.54 22.82 2.58 3.06

住宅補助 70.55 23.67 2.58 3.21

施策による変化 -0.99 0.85 -0.01 0.15

施策または
パッケージ施策

交通手段分担率（%）
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5. 本研究のまとめ 

 

 本研究では，人口減少下において，居住誘導施策が都

市構造に与える影響や施策による便益ならびに財政収支

を定量的に明らかにし，施策を評価することを目的とし

て，家計の転居行動を考慮した土地利用・交通モデルを

構築し，シミュレーション分析をした． 

 居住誘導施策の 1つとして，住宅補助施策を設定し，

分析した結果，住宅補助施策によって都市の集約化と自

動車から公共交通への転換が生じることを示した．また，

純現在価値が正となり，経済的に効率の良い施策である

こと，財政収支は大きなマイナスとなることを明らかに

した． 
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